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款 　　項　　　　目　　 頁 予 算 額 構 成 比 ％ 款 　　項　　　　目　　 頁 予 算 額 構 成 比 ％

1 市 税 21 5,975,116 37.1 1 議 会 費 35 180,433 1.1

2 地 方 譲 与 税 21 151,000 0.9 2 総 務 費 36 1,816,510 11.3

3 利 子 割 交 付 金 22 21,000 0.1 3 民 生 費 57 4,850,341 30.2

4 配 当 割 交 付 金 22 10,000 0.1 4 衛 生 費 69 1,848,809 11.5

5 株式等譲渡所得割交付金 22 6,000 0.0 5 労 働 費 77 5,050 0.0

6 地 方 消 費 税 交 付 金 22 516,000 3.2 6 農 林 水 産 業 費 77 439,444 2.7

7 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 23 45,000 0.3 7 商 工 費 84 373,896 2.3

8 自 動 車 取 得 税 交 付 金 23 60,000 0.4 8 土 木 費 88 1,822,775 11.3

10 国有提供施設等所在市町村助成交付金 23 73,780 0.5 9 消 防 費 98 906,315 5.6

11 地 方 特 例 交 付 金 23 51,172 0.3 10 教 育 費 100 1,824,468 11.3

12 地 方 交 付 税 24 3,080,000 19.1 11 災 害 復 旧 費 120 12,952 0.1

13 交通安全対策特別交付金 24 8,599 0.1 12 公 債 費 121 1,969,790 12.2

14 分 担 金 及 び 負 担 金 24 179,520 1.1 13 諸 支 出 金 121 3,217 0.0

15 使 用 料 及 び 手 数 料 24 397,704 2.5 14 予 備 費 122 30,000 0.2

16 国 庫 支 出 金 26 1,504,962 9.4

17 県 支 出 金 27 1,271,174 7.9

18 財 産 収 入 30 21,660 0.1

19 寄 附 金 30 1 0.0

20 繰 入 金 31 1,000,339 6.2

21 繰 越 金 31 330,000 2.1

22 諸 収 入 31 263,173 1.6

23 市 債 33 1,117,800 6.9

34 16,084,000 100.0 122 16,084,000 100.0

（注）構成比は，小数点以下第２位を四捨五入したものである。

　（イ）　一般会計 　　　　　（単位　千円）

目 次

歳　　入　　合　　計　　

歳　　　　　　　　　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　　　　　　　　　出

歳　　出　　合　　計　　
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頁 予 算 額

1 147 6,353,761

2 175 25,067

3 187 570,799

4 207 3,795,849

5 237 1,681

6 247 871,779

特 別 会 計 合 計 11,618,936

一 般 会 計

特 別 会 計

　（ロ）　特別会計 　　　　　　　　（単位　千円）

下 水 道 事 業

会 計 別

国 民 健 康 保 険

老 人 保 健

介 護 保 険

学 童 災 害 共 済 事 業

後 期 高 齢 者 医 療

27,702,936合 計

－ 2 －



（単位　千円） 上欄は補正額　下欄は累計額

当 初 予 算 1 2 3 4 5 6

16,084,000

　歳　　　入

263,173

21 繰 越 金 330,000

18 財 産 収 入

19 寄 附 金

16

議 決 年 月 日

20 繰 入 金

23 市 債

22 諸 収 入

国 庫 支 出 金

17 県 支 出 金

14 分 担 金 及 び 負 担 金

15 使 用 料 及 び 手 数 料

13 交通安全対策特別交付金

7 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

8 自 動 車 取 得 税 交 付 金

10 国有提供施設等所在市町村助成交付金

11 地 方 特 例 交 付 金

5 株式等譲渡所得割交付金

12 地 方 交 付 税

6 地 方 消 費 税 交 付 金

 款　　　　　　　　　　　　　　　　　　回

1 市 税

歳 入 合 計

2 地 方 譲 与 税

3 利 子 割 交 付 金

4 配 当 割 交 付 金

6,000

516,000

45,000

5,975,116

151,000

21,000

10,000

60,000

73,780

51,172

3,080,000

補 正 計 算 表

1,117,800

1,271,174

21,660

1

1,000,339

8,599

179,520

397,704

1,504,962
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（単位　千円）

当 初 予 算 1 2 3 4 5 6

16,084,000

消 防 費

　歳　　　出

373,896

1,822,775

6 農 林 水 産 業 費

180,433

1,816,510

4,850,341

1,848,809

30,000

906,315

1,824,468

12,952

1,969,790

3,217

5,050

439,444

歳 出 合 計

8 土 木 費

14 予 備 費

12 公 債 費

11

議 決 年 月 日

13 諸 支 出 金

4

10 教 育 費

衛 生 費

5 労 働 費

7

 款　　　　　　　　　　　　　　　　　　回

1

災 害 復 旧 費

議 会 費

商 工 費

9

2 総 務 費

3 民 生 費
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議案第１号 

平 成 ２ １ 年 度 館 山 市 一 般 会 計 予 算  

 平成２１年度館山市の一般会計の予算は，次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ１６，０８４，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表 歳入歳出予算」による。 

 （債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項，期間及び限度額は，

「第２表 債務負担行為」による。 

 （地方債） 

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，

「第３表 地方債」による。 

 （一時借入金） 

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は，１，５００，０００千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は，次のとおりと定

める。 

（１） 各項に計上した給料，職員手当及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内で

のこれらの経費の各項の間の流用 

 

平成２１年２月２５日提出 

 

館 山 市 長  金 丸  謙 一 
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館山市役所
第１表　歳入歳出予算
　歳　入

館山市役所
（単位　千円）
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館山市役所
（単位　千円）

館山市役所
　歳　出
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第２表　債務負担行為
（単位　千円）

事 項 期 間 限     度     額

パーソナルコンピュータ，印刷機その他事務用機器の借り上げ等に
係る使用料及び賃借料

平成２２年度から
平成２６年度まで

6,500

パーソナルコンピュータ等事務用機器の保守点検等に係る委託料
平成２２年度から
平成２６年度まで

2,500

戸籍電算化システム，滞納管理システムその他業務システムに係る
使用料及び賃借料

平成２２年度から
平成２６年度まで

40,000

戸籍電算化システム，滞納管理システムその他業務システムの保守
点検に係る委託料

平成２２年度から
平成２６年度まで

20,000

自動車借上料
平成２２年度から
平成２３年度まで

3,000

個人住民税電算処理業務委託料
平成２２年度から
平成２３年度まで

9,610

基幹系システム移行改修及び運用に係る使用料及び委託料
平成２２年度から
平成２７年度まで

540,000

館山港交流拠点整備事業に係る工事請負費及び監理委託料
平成２２年度から
平成２３年度まで

240,200

中小企業融資補てん金
平成２２年度から
平成３１年度まで

未償還額300,000千円について千葉県信用保証
協会が代位弁済のために負担した額の20％以内
の補てん率で算出した金額

中小企業融資保証料補給金
平成２２年度から
平成２８年度まで

未償還額300,000千円について年2.20％以内の
保証料率で算出した金額

中小企業融資利子補給金
平成２２年度から
平成３１年度まで

未償還額300,000千円について年2.0％以内の割
合で算出した金額

大型店進出対策資金利子補給金
平成２２年度から
平成２６年度まで

未償還額30,000千円について年4.0％以内の割
合で算出した金額

農業近代化資金利子補給金
平成２２年度から
平成４２年度まで

未償還額75,000千円について年2.0％以内の割
合で算出した金額

農業経営基盤強化資金利子補給補助金
平成２２年度から
平成４７年度まで

未償還額75,000千円について年0.8％以内の割
合で算出した金額
ただし，借入れの日から5年間に限り，1.5％以
内の割合で算出した金額

漁業近代化資金利子補給金
平成２２年度から
平成２４年度まで

未償還額20,000千円について年0.5％以内の割
合で算出した金額
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第 ３ 表　　地方債
（単位　千円）

起　債　の　目　的 限 度 額 起 債 の 方 法 利　　　率 償　　還　　の　　方　　法

防 災 行 政 無 線 整 備 事 業 33,600

元 気 な 広 場 太 陽 光 発 電 導 入 事 業 5,000

上 水 道 出 資 債 19,600

農 業 施 設 整 備 事 業 1,800

漁 港 漁 場 整 備 事 業 26,700

ま ち づ く り 交 付 金 事 業 （ 道 路 橋 梁 整 備 ） 19,000

道 整 備 交 付 金 事 業 32,300

河 川 整 備 事 業 10,400

港 湾 整 備 事 業 113,800

河 川 排 水 路 整 備 事 業 10,400

まちづくり交付金事業（都市計画道路等整備） 153,200

市 営 住 宅 改 修 事 業 12,000

消 防 施 設 整 備 事 業 18,000

第 三 中 学 校 体 育 館 改 修 事 業 29,000

臨 時 財 政 対 策 債 633,000

計 1,117,800

普 通 貸 借
又 は
証 券 発 行

年利５．０％以内（ただし，
利率見直し方式で借り入
れる資金について，利率
の見直しを行った後にお
いては，当該見直し後の
利率）

政府資金についてはその融資条件により，銀行そ
の他の場合にはその債権者と協定するものによる。
ただし，市財政の都合により据置期間及び償還期
限を短縮し，又は繰上償還若しくは低利に借換え
することができる。
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平 成 ２ １ 年 度 

 
 

館山市歳入歳出予算事項別明細書 
 

（ 一 般 会 計 の 部 ） 
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館山市役所
２　歳　入

館山市役所
（単位　千円）
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館山市役所
３　歳　出

館山市役所
（単位　千円）
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－ 121 －

館山市役所
総務債　　　　　 1,378　　民生債　　　　　　 9,639
衛生債　　　　 401,228　　農林水産業債　　　34,136
商工債　　　　　 1,358　　土木債　　　　　 624,436
公営住宅債　　　 8,020　　消防債　　　　　　 3,924
教育債　　　　 117,405　　災害復旧債　　　　16,595
減税補てん債　 147,549　　臨時税収補てん債　23,703
臨時財政対策債 181,106


館山市役所
総務債　　　　　 1,366　　民生債　　　　　　 2,017
衛生債　　　　 187,978　　農林水産業債　　　 4,134　
商工債　　　　　　 110　　土木債　　　　　 104,674　
公営住宅債　　　 2,217　　消防債　　　　　　 　161
教育債　　　　　17,588　　災害復旧債　　　 　　981
減税補てん債　　15,787　　臨時税収補てん債　 4,465
臨時財政対策債　55,455　　減収補てん債　　　 1,003
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１　特　別　職

期 末 手 当

年間支給率

（4.45月分）

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

長 等 2 - 18,156 7,407 - - - 25,563 3,715 29,278

議 員 20 83,127 - 33,908 - - - 117,035 13,724 130,759

その他の特別職 1,516 72,727 - - - - - 72,727 0 72,727

計 1,538 155,854 18,156 41,315 - - - 215,325 17,439 232,764

長 等 2 - 18,156 7,407 - - - 25,563 3,600 29,163

議 員 20 83,125 - 33,908 - - - 117,033 13,724 130,757

その他の特別職 1,450 74,079 - - - - - 74,079 0 74,079

計 1,472 157,204 18,156 41,315 - - - 216,675 17,324 233,999

長 等 0 - 0 0 - - - 0 115 115

議 員 0 2 - 0 - - - 2 0 2

その他の特別職 66 △ 1,352 - - - - - △ 1,352 0 △ 1,352

計 66 △ 1,350 0 0 - - - △ 1,350 115 △ 1,235

備 考

給 与 費

比

較

給　　与　　費　　明　　細　　書

区 分
職 員 数

報 酬 給 料 地 域 手 当 寒冷地手当

前

年

度

本

年

度

共 済 費 合 計
その他手当 計
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２　一　般　職

　（１）　総　括

報 酬 給 料 職 員 手 当 計
(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

(13)

388 -　 1,586,003 854,308 2,440,311 426,583 2,866,894

(9)

391 -　 1,602,049 851,560 2,453,609 419,950 2,873,559

(4)

△ 3 -　 △ 16,046 2,748 △ 13,298 6,633 △ 6,665

時 間 外

勤 務 手 当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 48,276 - 18,671 20,873 1,639 99,991 1,403

職 員 手 当 前 年 度 47,370 - 18,650 20,614 1,882 92,289 1,414

比 較 906 - 21 259 △ 243 7,702 △ 11

管理職員特別

の 内 訳 勤 務 手 当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 4,310 21,903 414,098 208,458 13,170 725 791

前 年 度 5,330 21,581 418,315 210,538 11,930 873 774

比 較 △ 1,020 322 △ 4,217 △ 2,080 1,240 △ 148 17

（注）　　（　）内は，再任用短時間勤務職員について外書きしたものである。

区 分
職 員 数

給 与 費
共 済 費 合 計 備 考

夜間勤務手当

地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 特殊勤務手当

管 理 職 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 児 童 手 当

本 年 度

前 年 度

比 較

宿 日 直 手 当

休日勤務手当
区 分

区 分
扶 養 手 当
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（２）　給料及び職員手当の増減額の明細
区分 増減額（千円） 増 減 事 由 別 内 訳 （千円） 説 明 （千円）

給料 △ 16,046 1 昇給に伴う増加分 22,297 本年度昇給に伴う増加分 22,297

2 その他の増減分 △ 38,343 昇格に伴う増加分 7,746 職員数の異動状況
退職等に伴う減少分 △ 95,528 (予算） （実数） (再任用)

採用に伴う増加分 52,196 　本年度 388 人 388 人 13 人
職員異動等に伴う減少分 △ 2,757 　前年度 391 人 390 人 9 人

　増　減 △ 3 人 △ 2 人 4 人
　採用及び退職の状況等

採用等 退職等 異動等
19年度 13 人 △ 29 人 △ 3 人
20年度 28 人 △ 34 人 △ 7 人
21年度 21 人 △ 20 人 △ 3 人

      （20年度退職及び21年度は見込）

職員 2,748 1 その他の増減分 2,748 退職等に伴う減少分 △ 40,043
手当 採用に伴う増加分 14,971

職員異動等に伴う増加分 21,523
業務量変更等に伴う増加分 6,297

備 考
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　　イ　初任給

高　校　卒

大　学　卒 -

国　　   の　　   制　　   度

（３）　給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給与

178,800 192,800 202,000 172,200

幼稚園教育職　（円）

144,500 － 140,100～ 140,100 -

技 能 労 務 職

（円） 一 般 行 政 職　（円）

技 能 労 務 職

345,154

356,261

42歳11月

302,930

362,151

46歳10月

304,633

307,851 368,558

40歳7月 46歳9月

346,613

384,187

43歳5月

幼 稚 園 教 育 職

297,372

一 般 行 政 職

340,939

379,345

42歳9月平　 均　 年　 齢

平均給料月額　（円）

平均給与月額　（円）

平　 均　 年　 齢

区　　　　　　　　　　分

区　　　分
一 般 行 政 職

（円）

幼 稚 園 教 育 職

（円）

２１年１月１日現在

２０年１月１日現在

平均給料月額　（円）

平均給与月額　（円）
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１　級 20 6.3 - - - - 

(3) (75.0) (9) (100.0)

47 14.9 23 76.7 14 35.0

(1) (25.0)

86 27.2 7 23.3 21 52.5
４　級 54 17.1 - - 5 12.5
５　級 34 10.8 - - - - 
６　級 39 12.3 - - - -
７　級 27 8.5 - - - -
８　級 9 2.8 - - - -

(4) (100.0) (9) (100.0)

316 100.0 30 100.0 40 100.0
１　級 11 3.4 - - - - 

(7) (100.0)

47 14.4 21 70.0 19 44.2
３　級 112 34.3 9 30.0 19 44.2
４　級 50 15.3 - - 5 11.6
５　級 37 11.3 - - - 
６　級 37 11.3 - - -
７　級 23 7.0 - - -
８　級 10 3.1 - - -

(7) (100.0)

327 100.0 30 100.0 43 100.0
（注）
　１　構成比は，小数点以下第２位を四捨五入したものである。
　２　（　）内は，再任用短時間勤務職員について外書きしたものである。

２０年１月１日現在

２　級

計

計

技　 能　 労　 務　 職幼  稚  園  教  育  職

職 員 数   （人） 構 成 比   （％） 職 員 数   （人） 構 成 比   （％）

２　級

　　ウ　級別職員数

２１年１月１日現在

区　　　分 級　別
職 員 数   （人） 構 成 比   （％）

一 　般 　行 　政 　職

３　級
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（級別の標準的な職務内容）　＊２１年１月１日現在

（級別の標準的な職務内容）　＊２０年１月１日現在

衛生手 衛生技術員 主任衛生技術員 主任衛生技術員

-

技 能 労 務 職
土木工手 土木技術員 主任土木技術員 主任土木技術員

- - - -

園長 - - -幼 稚 園 教 育 職 助教諭 教諭 教頭

主任技師

副参事 参事技師 技師 主任主事 園長

８　級

一 般 行 政 職

主事 主事 副主査 主査 副主幹 主幹 課長 部長

４　級 ５　級 ６　級 ７　級区　　　分 １　級 ２　級 ３　級

区　　　分 １　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級 ６　級 ７　級 ８　級

一 般 行 政 職

主事 主事 副主査 主査 副主幹 主幹 課長 部長

技師 技師 主任主事 園長 園長 参事 参事

主任技師 副参事

幼 稚 園 教 育 職 助教諭 教諭 教頭 園長 - - - -

技 能 労 務 職
土木工手 土木技術員 主任土木技術員 主任土木技術員

- - - -
衛生手 衛生技術員 主任衛生技術員 主任衛生技術員
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　　エ　昇給

5

 比　　　率 (B)/(A) (％) 89.5 88.1 90.0 100.0

8号給 (人) 16

-(人) 27

-

3

7号給 (人) - - - -

6号給

23 29

5号給 (人) - - - -

号給数別内訳

前

年

度

 職　　員　　数 (A) (人)

昇給に係る職員数 (B) (人)

1号給 (人)

390 320 30 40

- - -

349 282 27 40

4 3

3号給 (人) 6 6 - -

100.0

2

-

- 334 31

4号給 (人) 255

382号給 (人) 45

-

5号給

4号給

3529

35

37

(人)

(人)

(A)

-

-

-

100.0

-

7

22

-

技能労務職

代　　　　表　　　　的　　　　な　　　　職　　　　種

202

-

17

28

-

28

-

2

区　　　　　　　　分
一般行政職

387

361

323

297

合　　　　　計

本

年

度

(人)

(人)

8号給

(％)

(人)

(人)

(人)

6号給

7号給

(人)

(人)

(B)

 職　　員　　数

昇給に係る職員数

2号給

3号給

幼稚園教育職

21

93.3

29

-

-

-

-

19

92.0 比　　　率

号給数別内訳

203

24

11

1号給

-

(人) 17

-

252

(B)/(A)
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職制上の段階，

職務の級等に

６ 月　（月分） １２月　（月分） （月分） よる加算措置

(1.10) (1.25) (2.35)
2.150 2.350 4.50
(1.10) (1.25) (2.35)
2.150 2.350 4.50
(1.10) (1.25) (2.35)
2.150 2.350 4.50

（注）　（　）内は，再任用短時間勤務職員について記したものである。

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最  高  限  度

（月分） （月分） （月分） （月分）

定年前早期退職

特 　例 　措 　置

（２％～２０％加算）

定年前早期退職

特 　例 　措 　置

（支 給 率 等） （２％～２０％加算）

　　キ　地域手当

無

０％

０人

０％

備　　　　　　　　考

国の指定基準に基づく支給率

千葉県市町村総
合事務組合で支
給

59.28 59.28

59.2859.28

支　 給　 対　 象　 職　 員　 数

　　オ　期末手当・勤勉手当

　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区 　　　分

本 　年 　度

国 の 制 度

前 　年 　度

支　　給　　対　　象　　地　　域

支　　 　  　　　給　　　   　　　率

国 の 制 度
30.55 41.34

有

支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計

有

有

その他の加算措置等 備　　　考区　　　分

支 給 率 等 30.55 41.34
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　　ク　特殊勤務手当

0.05

　　ケ　その他の手当

扶　養　手　当 同　 じ

　自宅　　２，５００円

　　　（新築・購入後５年間に限定）

　○　電車，バスの利用 　○　電車，バスの利用

　　　　　定期代全額支給 　　　　　定期代５５，０００円まで全額支給

　○　乗用車等を使用 　○　乗用車等を使用

　　　　　使用距離に応じて２，０００円 　　　　　使用距離に応じて２，０００円

　　　　　から３２，３３０円を支給 　　　　　から２４，５００円を支給

区　　　　　　　　分 全　 職 　種

4.0

代　　　表　　　的　　　な　　　職　　　種

一　 般　 行　 政　 職 技　 能　 労　 務　 職

0.0 0.4

0.0 32.7

通　勤　手　当

異なる

異なる

館　　　　山　　　　市
区　　　分 国の制度との異同

差　　　　　異　　　　　の　　　　　内　　　　　容

国

危険箇所作業従事手当・行旅死亡人等取扱手当・消毒作業等従事手当

　自宅　　４，３００円

給料総額に対する比率　　（％）

支給対象職員の比率　　　（％）

（２１年１月１日現在）

代表的な特殊勤務手当の名称

住　居　手　当
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（その１）　当該年度提出に係る分 （単位　千円）

期　　　　間 金　　　額 期　　　　間 金　　　額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

パーソナルコンピュータ，印刷機その他事務
用機器の借り上げ等に係る使用料及び賃借料

6,500
平成22年度から
平成26年度まで

6,500 6,500

パーソナルコンピュータ等事務用機器の保守
点検等に係る委託料

2,500
平成22年度から
平成26年度まで

2,500 2,500

戸籍電算化システム，滞納管理システムその
他業務システムに係る使用料及び賃借料

40,000
平成22年度から
平成26年度まで

40,000 40,000

戸籍電算化システム，滞納管理システムその
他業務システムの保守点検に係る委託料

20,000
平成22年度から
平成26年度まで

20,000 20,000

自動車借上料 3,000
平成22年度から
平成23年度まで

3,000 3,000

個人住民税電算処理業務委託料 9,610
平成22年度から
平成23年度まで

9,610 9,610

基幹系システム移行改修及び運用に係る使用
料及び委託料

540,000
平成22年度から
平成27年度まで

540,000 540,000

館山港交流拠点整備事業に係る工事請負費及
び監理委託料

240,200
平成22年度から
平成23年度まで

240,200 95,998 129,580 14,622

○ 事 項 ○

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 度 以 降 に わ た る も の に つ い て の 前 年 度 末 ま で の 支 出 額
又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

○ 前 年 度 末 ま で の ○
○ 支 出 （ 見 込 ） 額 ○

○ 当 該 年 度 以 降 ○
○ 支 出 予 定 額 ○

○ 左 の 財 源 内 訳 ○

○ 特 定 財 源 ○
○ 一 般 財 源 ○

○ 限 度 額 ○
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期　　　　間 金　　　額 期　　　　間 金　　　額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

○ 事 項 ○

○ 前 年 度 末 ま で の ○
○ 支 出 （ 見 込 ） 額 ○

○ 当 該 年 度 以 降 ○
○ 支 出 予 定 額 ○

○ 左 の 財 源 内 訳 ○

○ 特 定 財 源 ○
○ 一 般 財 源 ○

○ 限 度 額 ○

中小企業融資補てん金

未償還額300,000
千円について千
葉県信用保証協
会が代位弁済の
ために負担した
額の20％以内の
補てん率で算出
した金額

平成22年度から
平成31年度まで

未償還額300,000
千円について千
葉県信用保証協
会が代位弁済の
ために負担した
額の20％以内の
補てん率で算出
した金額

未償還額300,000
千円について千
葉県信用保証協
会が代位弁済の
ために負担した
額の20％以内の
補てん率で算出
した金額

中小企業融資保証料補給金

未償還額300,000
千円について年
2.20％以内の保
証料率で算出し
た金額

平成22年度から
平成28年度まで

未償還額300,000
千円について年
2.20％以内の保
証料率で算出し
た金額

未償還額300,000
千円について年
2.20％以内の保
証料率で算出し
た金額

中小企業融資利子補給金

未償還額300,000
千円について年
2.0％以内の割合
で算出した金額

平成22年度から
平成31年度まで

未償還額300,000
千円について年
2.0％以内の割合
で算出した金額

未償還額300,000
千円について年
2.0％以内の割合
で算出した金額

大型店進出対策資金利子補給金

未償還額30,000
千円について年
4.0％以内の割合
で算出した金額

平成22年度から
平成26年度まで

未償還額30,000
千円について年
4.0％以内の割合
で算出した金額

未償還額30,000
千円について年
4.0％以内の割合
で算出した金額

農業近代化資金利子補給金

未償還額75,000
千円について年
2.0％以内の割合
で算出した金額

平成22年度から
平成42年度まで

未償還額75,000
千円について年
2.0％以内の割合
で算出した金額

未償還額75,000
千円について年
2.0％以内の割合
で算出した金額

農業経営基盤強化資金利子補給補助金

未償還額75,000
千円について年
0.8％以内の割合
で算出した金額
ただし，借入れ
の日から5年間に
限り，1.5％以内
の割合で算出し
た金額

平成22年度から
平成47年度まで

未償還額75,000
千円について年
0.8％以内の割合
で算出した金額
ただし，借入れ
の日から5年間に
限り，1.5％以内
の割合で算出し
た金額

未償還額75,000
千円について年
0.4％以内の割合
で算出した金額
ただし，借入れ
の日から5年間に
限り，0.75％以
内の割合で算出
した金額

未償還額75,000
千円について年
0.4％以内の割合
で算出した金額
ただし，借入れ
の日から5年間に
限り，0.75％以
内の割合で算出
した金額

漁業近代化資金利子補給金

未償還額20,000
千円について年
0.5％以内の割合
で算出した金額

平成22年度から
平成24年度まで

未償還額20,000
千円について年
0.5％以内の割合
で算出した金額

未償還額20,000
千円について年
0.5％以内の割合
で算出した金額
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（その２）　過年度議決済に係る分 （単位　千円）

期　　　　間 金　　　額 期　　　　間 金　　　額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

安房中央土地改良区が耕地整備資金として，
農林漁業金融公庫から借り入れる15,000千円
の償還に対し元利金を補助する。
　昭和59.12　議決

31,822
昭和60年度から
平成20年度まで

28,575 平成21年度 1,179 1,179

安房中央土地改良区が耕地整備資金として，
農林漁業金融公庫から借り入れる27,565千円
の償還に対し元利金を補助する。
　昭和60.12　議決

58,478
昭和61年度から
平成20年度まで

51,347
平成21年度から
平成22年度まで

2,454 2,454

農業経営基盤強化資金利子補給金
　平成12.12　議決
　平成13.3　 補正

未 償 還 額 12,420
千円について，
年0.5％以内の割
合で算出した金
額
ただし，借入れ
の日から５年間
に限り，1.5％以
内の割合で算出
した金額

平成13年度から
平成20年度まで

999
平成21年度から
平成25年度まで

79 39 40

農業経営基盤強化資金利子補給金
　平成13.6　 議決
　平成14.3　 補正

未 償 還 額 38,900
千円について，
年0.35％以内の
割合で算出した
金額

平成14年度から
平成20年度まで

850
平成21年度から
平成31年度まで

527 263 264

農業経営基盤強化資金利子補給金
　平成14.6　 議決

未償還額100,000
千円について，
年0.8％以内の割
合で算出した金
額
ただし，借入れ
の日から５年間
に限り，1.5％以
内の割合で算出
した金額

平成15年度から
平成20年度まで

1,419
平成21年度から
平成33年度まで

1,388 694 694

○ 事 項 ○

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 度 以 降 に わ た る も の に つ い て の 前 年 度 末 ま で の 支 出 額

○ 前 年 度 末 ま で の ○
○ 支 出 （ 見 込 ） 額 ○

○ 当 該 年 度 以 降 ○
○ 支 出 予 定 額 ○

○ 左 の 財 源 内 訳 ○

○ 特 定 財 源 ○
○ 一 般 財 源 ○

○ 限 度 額 ○
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期　　　　間 金　　　額 期　　　　間 金　　　額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

○ 事 項 ○

○ 前 年 度 末 ま で の ○
○ 支 出 （ 見 込 ） 額 ○

○ 当 該 年 度 以 降 ○
○ 支 出 予 定 額 ○

○ 左 の 財 源 内 訳 ○

○ 特 定 財 源 ○
○ 一 般 財 源 ○

○ 限 度 額 ○

中小企業融資補てん金
　平成15.3　 議決

未償還額100,000
千円について千
葉県信用保証協
会が代位弁済し
た額の20％以内
の補てん率で算
出した金額

平成16年度から
平成20年度まで

平成21年度から
平成24年度まで

未償還額100,000
千円について千
葉県信用保証協
会が代位弁済し
た額の20％以内
の補てん率で算
出した金額

未償還額100,000
千円について千
葉県信用保証協
会が代位弁済し
た額の20％以内
の補てん率で算
出した金額

中小企業融資保証料補給金
　平成15.3　 議決

未償還額100,000
千円について年
1.0％以内の保証
料率で算出した
金額

平成16年度から
平成20年度まで

1,324 平成21年度 10 10

中小企業融資利子補給金
　平成15.3　 議決

未償還額100,000
千円について年
2.0％以内の割合
で算出した金額

平成16年度から
平成20年度まで

2,049
平成21年度から
平成24年度まで

39 39

農業経営基盤強化資金利子補給補助金
　平成15.3　 議決
　平成15.12  補正

未償還額100,000
千円について年
0.8％以内の割合
で算出した金額
ただし，借入れ
の日から5年間に
限り，1.5％以内
の割合で算出し
た金額

平成16年度から
平成20年度まで

94
平成21年度から
平成26年度まで

40 20 20

パーソナルコンピュータ，電子複写機その他
事務用機器の借り上げ等に係る使用料及び賃
借料
　平成16.3　 議決

20,000
平成17年度から
平成20年度まで

12,224 平成21年度 1,560 1,560

パーソナルコンピュータ，電子複写機その他
事務用機器の保守点検に係る委託料
　平成16.3　 議決

10,000
平成17年度から
平成20年度まで

3,430 平成21年度 468 468

戸籍電算化システムその他情報ネットワーク
システムの借り上げ等に係る使用料及び賃借
料
　平成16.3　 議決

70,000
平成17年度から
平成20年度まで

32,236 平成21年度 6,045 6,045

戸籍電算化システムその他情報ネットワーク
システムの保守点検に係る委託料
　平成16.3　 議決

15,000
平成17年度から
平成20年度まで

9,959 平成21年度 1,862 1,862
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期　　　　間 金　　　額 期　　　　間 金　　　額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

○ 事 項 ○

○ 前 年 度 末 ま で の ○
○ 支 出 （ 見 込 ） 額 ○

○ 当 該 年 度 以 降 ○
○ 支 出 予 定 額 ○

○ 左 の 財 源 内 訳 ○

○ 特 定 財 源 ○
○ 一 般 財 源 ○

○ 限 度 額 ○

自動車借上料
　平成16.3　 議決

10,000
平成17年度から
平成20年度まで

4,042 平成21年度 169 169

中小企業融資補てん金
　平成16.3　 議決

未償還額160,000
千円について千
葉県信用保証協
会が代位弁済し
た額の20％以内
の補てん率で算
出した金額

平成17年度から
平成20年度まで

平成21年度から
平成25年度まで

未償還額160,000
千円について千
葉県信用保証協
会が代位弁済し
た額の20％以内
の補てん率で算
出した金額

未償還額160,000
千円について千
葉県信用保証協
会が代位弁済し
た額の20％以内
の補てん率で算
出した金額

中小企業融資保証料補給金
　平成16.3　 議決

未償還額160,000
千円について年
1.35％以内の保
証料率で算出し
た金額

平成17年度から
平成20年度まで

1,327
平成21年度から
平成22年度まで

109 109

中小企業融資利子補給金
　平成16.3　 議決

未償還額160,000
千円について年
2.0％以内の割合
で算出した金額

平成17年度から
平成20年度まで

1,659
平成21年度から
平成25年度まで

513 513

電子複写機，印刷機その他事務用機器の借り
上げ等に係る使用料及び賃借料
　平成16.12　議決

120,000
平成17年度から
平成20年度まで

97,966 平成21年度 168 168

庁舎その他市有建物等の警備に係る委託料
　平成16.12　議決

5,000
平成17年度から
平成20年度まで

2,041 平成21年度 227 227

電子計算組織，印刷機その他事務用機器の借
り上げ等に係る使用料及び賃借料
　平成17.3　 議決

5,000
平成18年度から
平成20年度まで

336
平成21年度から
平成22年度まで

76 76

中小企業融資補てん金
　平成17.3　 議決

未償還額200,000
千円について千
葉県信用保証協
会が代位弁済し
た額の20％以内
の補てん率で算
出した金額

平成18年度から
平成20年度まで

平成21年度から
平成26年度まで

未償還額200,000
千円について千
葉県信用保証協
会が代位弁済し
た額の20％以内
の補てん率で算
出した金額

未償還額200,000
千円について千
葉県信用保証協
会が代位弁済し
た額の20％以内
の補てん率で算
出した金額

中小企業融資保証料補給金
　平成17.3 　議決

未償還額200,000
千円について年
1.35％以内の保
証料率で算出し
た金額

平成18年度から
平成20年度まで

54
平成21年度から
平成23年度まで

4 4

－ 136 －



期　　　　間 金　　　額 期　　　　間 金　　　額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

○ 事 項 ○

○ 前 年 度 末 ま で の ○
○ 支 出 （ 見 込 ） 額 ○

○ 当 該 年 度 以 降 ○
○ 支 出 予 定 額 ○

○ 左 の 財 源 内 訳 ○

○ 特 定 財 源 ○
○ 一 般 財 源 ○

○ 限 度 額 ○

中小企業融資利子補給金
　平成17.3　 議決

未償還額200,000
千円について年
2.0％以内の割合
で算出した金額

平成18年度から
平成20年度まで

75
平成21年度から
平成26年度まで

7 7

電子計算組織，印刷機その他事務用機器の借
り上げ等に係る使用料及び賃借料
　平成17.12　議決

10,000
平成18年度から
平成20年度まで

5,617
平成21年度から
平成22年度まで

2,073 2,073

パーソナルコンピュータ，サーバーその他事
務用機器の保守点検等に係る委託料
　平成17.12　議決

10,000
平成18年度から
平成20年度まで

2,700
平成21年度から
平成22年度まで

1,654 1,654

児童扶養手当管理システムその他情報ネット
ワークシステムの管理及び保守点検に係る委
託料
　平成17.12　議決

30,000
平成18年度から
平成20年度まで

13,256
平成21年度から
平成22年度まで

6,510 6,510

市庁舎その他市有建築物等の警備に係る委託
料
　平成17.12　議決

25,000
平成18年度から
平成20年度まで

11,897
平成21年度から
平成22年度まで

6,784 6,784

パーソナルコンピュータ，印刷機その他事務
用機器の借り上げ等に係る使用料及び賃借料
　平成18.3　 議決

8,000
平成19年度から
平成20年度まで

448
平成21年度から
平成23年度まで

142 142

中小企業融資補てん金
　平成18.3　 議決

未償還額200,000
千円について千
葉県信用保証協
会が代位弁済し
た額の20％以内
の補てん率で算
出した金額

平成19年度から
平成20年度まで

平成21年度から
平成27年度まで

未償還額200,000
千円について千
葉県信用保証協
会が代位弁済し
た額の20％以内
の補てん率で算
出した金額

未償還額200,000
千円について千
葉県信用保証協
会が代位弁済し
た額の20％以内
の補てん率で算
出した金額

中小企業融資保証料補給金
　平成18.3 　議決

未償還額200,000
千円について年
1.35％以内の保
証料率で算出し
た金額

平成19年度から
平成20年度まで

74
平成21年度から
平成24年度まで

23 23
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期　　　　間 金　　　額 期　　　　間 金　　　額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

○ 事 項 ○

○ 前 年 度 末 ま で の ○
○ 支 出 （ 見 込 ） 額 ○

○ 当 該 年 度 以 降 ○
○ 支 出 予 定 額 ○

○ 左 の 財 源 内 訳 ○

○ 特 定 財 源 ○
○ 一 般 財 源 ○

○ 限 度 額 ○

中小企業融資利子補給金
　平成18.3　 議決

未償還額200,000
千円について年
2.0％以内の割合
で算出した金額

平成19年度から
平成20年度まで

96
平成21年度から
平成28年度まで

38 38

農業経営基盤強化資金利子補給補助金
　平成18.3　 議決

未償還額100,000
千円について年
0.8％以内の割合
で算出した金額
ただし，借入れ
の日から5年間に
限り，1.5％以内
の割合で算出し
た金額

平成19年度から
平成20年度まで

92
平成21年度から
平成44年度まで

178 89 89

漁業近代化資金利子補給金
　平成18.3　 議決

未 償 還 額 50,000
千円について年
0.5％以内の割合
で算出した金額

平成19年度から
平成20年度まで

209 平成21年度 98 98

財団法人館山市環境保全公社の事業資金借入
金に対する損失補償
　平成18.3　 議決

100,000
平成19年度から
平成20年度まで

平成21年度から
平成23年度まで

100,000 100,000

電子計算組織，印刷機その他事務用機器の借
り上げ等に係る使用料及び賃借料
　平成18.12　議決

40,000
平成19年度から
平成20年度まで

22,848
平成21年度から
平成23年度まで

5,828 237 5,591

パーソナルコンピュータ，サーバその他事務
用機器の保守点検等に係る委託料
　平成18.12　議決

23,000
平成19年度から
平成20年度まで

11,954
平成21年度から
平成23年度まで

1,538 1,538

児童扶養手当管理システムその他情報ネット
ワークシステムの管理及び保守点検等に係る
委託料
　平成18.12　議決

12,000
平成19年度から
平成20年度まで

7,614
平成21年度から
平成22年度まで

3,043 3,043

学校その他市有建物等の警備に係る委託料
　平成18.12　議決

600
平成19年度から
平成20年度まで

146
平成21年度から
平成22年度まで

147 147
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期　　　　間 金　　　額 期　　　　間 金　　　額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

○ 事 項 ○

○ 前 年 度 末 ま で の ○
○ 支 出 （ 見 込 ） 額 ○

○ 当 該 年 度 以 降 ○
○ 支 出 予 定 額 ○

○ 左 の 財 源 内 訳 ○

○ 特 定 財 源 ○
○ 一 般 財 源 ○

○ 限 度 額 ○

パーソナルコンピュータ，印刷機その他事務
用機器の借り上げ等に係る使用料及び賃借料
　平成19.3　 議決

174,000 平成20年度 50,018
平成21年度から
平成25年度まで

82,659 82,659

後期高齢者システム等の保守点検に係る委託
料
　平成19.3　 議決
（平成20年度に後期高齢者医療会計を設置し
たことに伴い，限度額17,584千円のうち，84
千円を当該会計に分割）

84 平成20年度 20
平成21年度から
平成24年度まで

64 64

市庁舎等警備委託料
　平成19.3　 議決

5,600 平成20年度 366
平成21年度から
平成23年度まで

1,096 1,096

自動車借上料
　平成19.3　 議決

2,100 平成20年度 1,452 平成21年度 242 242

都市計画基本方針策定業務委託料
　平成19.3　 議決

10,596 平成20年度 5,682 平成21年度 4,057 4,057

中小企業融資補てん金
　平成19.3　 議決

未償還額200,000
千円について千
葉県信用保証協
会が代位弁済し
た額の20％以内
の補てん率で算
出した金額

平成20年度
平成21年度から
平成28年度まで

未償還額200,000
千円について千
葉県信用保証協
会が代位弁済し
た額の20％以内
の補てん率で算
出した金額

未償還額200,000
千円について千
葉県信用保証協
会が代位弁済し
た額の20％以内
の補てん率で算
出した金額

中小企業融資保証料補給金
　平成19.3 　議決

未償還額200,000
千円について年
2.20％以内の保
証料率で算出し
た金額

平成20年度 273
平成21年度から
平成25年度まで

275 275

中小企業融資利子補給金
　平成19.3 　議決

未償還額200,000
千円について年
2.0％以内の割合
で算出した金額

平成20年度 363
平成21年度から
平成29年度まで

485 485

－ 139 －



期　　　　間 金　　　額 期　　　　間 金　　　額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

○ 事 項 ○

○ 前 年 度 末 ま で の ○
○ 支 出 （ 見 込 ） 額 ○

○ 当 該 年 度 以 降 ○
○ 支 出 予 定 額 ○

○ 左 の 財 源 内 訳 ○

○ 特 定 財 源 ○
○ 一 般 財 源 ○

○ 限 度 額 ○

農業近代化資金利子補給金
　平成19.3　 議決

未償還額100,000
千円について年
2.0％以内の割合
で算出した金額

平成20年度 56
平成21年度から
平成40年度まで

152 152

農業経営基盤強化資金利子補給補助金
　平成19.3 　議決

未償還額100,000
千円について年
0.8％以内の割合
で算出した金額
ただし，借入れ
の日から5年間に
限り，1.5％以内
の割合で算出し
た金額

平成20年度 31
平成21年度から
平成45年度まで

145 145

福祉作業所の管理に係る委託料
　平成19.6 　議決

21,000 平成20年度 8,000
平成21年度から
平成22年度まで

12,000 12,000

電子複写機，印刷機その他事務用機器の借り
上げ等に係る使用料及び賃借料
　平成19.12　議決

9,000 平成20年度 4,076
平成21年度から
平成24年度まで

2,702 1,128 1,574

パーソナルコンピュータ，サーバーその他事
務用機器の保守点検等に係る委託料
　平成19.12　議決

6,000 平成20年度 2,095
平成21年度から
平成24年度まで

2,147 2,016 131

高額医療費支給システムその他情報ネット
ワークシステムに係る使用料及び賃借料
　平成19.12　議決

30,000 平成20年度 522
平成21年度から
平成25年度まで

1,029 1,029

自動ドア，エレベーターその他設備の維持管
理及び保守点検に係る委託料
　平成19.12　議決

39,000 平成20年度 22,899
平成21年度から
平成22年度まで

12,477 12,477

市庁舎，公園その他市有建物等の清掃に係る
委託料
　平成19.12　議決
　平成20.3　 補正

45,000 平成20年度 15,372 平成21年度 15,372 15,372

若潮ホールその他市有建物等の管理に係る委
託料
　平成19.12　議決

11,000 平成20年度 4,354 平成21年度 3,610 3,610

市庁舎，学校その他市有建物等の警備に係る
委託料
　平成19.12　議決

6,500 平成20年度 965
平成21年度から
平成24年度まで

3,231 3,231

－ 140 －



期　　　　間 金　　　額 期　　　　間 金　　　額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

○ 事 項 ○

○ 前 年 度 末 ま で の ○
○ 支 出 （ 見 込 ） 額 ○

○ 当 該 年 度 以 降 ○
○ 支 出 予 定 額 ○

○ 左 の 財 源 内 訳 ○

○ 特 定 財 源 ○
○ 一 般 財 源 ○

○ 限 度 額 ○

ごみ等の収集及び選別に係る委託料
　平成19.12　議決

120,000 平成20年度 51,562 平成21年度 51,562 51,562

電子複写機の借り上げ等に係る使用料
　平成19.12　議決

1,420 平成20年度 284
平成21年度から
平成24年度まで

1,136 1,136

パーソナルコンピュータ，印刷機その他事務
用機器の借り上げ等に係る使用料及び賃借料
　平成20.3 　議決

40,000
平成21年度から
平成25年度まで

40,000 40,000

パーソナルコンピュータ等事務用機器の保守
点検等に係る委託料
　平成20.3 　議決

10,000
平成21年度から
平成25年度まで

10,000 10,000

データエントリーシステムその他業務システ
ムに係る使用料及び賃借料
　平成20.3 　議決

3,000
平成21年度から
平成25年度まで

3,000 3,000

データエントリーシステム，児童手当システ
ムその他業務システムの保守点検に係る委託
料
　平成20.3 　議決

10,000
平成21年度から
平成25年度まで

10,000 10,000

自動車借上料
　平成20.3 　議決

5,000
平成21年度から
平成22年度まで

5,000 5,000

次世代育成支援行動計画策定業務委託料
　平成20.3 　議決

3,076 平成21年度 3,076 3,076

病児・病後児保育事業委託料
　平成20.3 　議決

32,000
平成21年度から
平成24年度まで

32,000 14,800 6,800 10,400

中小企業融資補てん金
　平成20.3　 議決
　平成20.9 　補正

未償還額300,000
千円について千
葉県信用保証協
会が代位弁済し
た額の20％以内
の補てん率で算
出した金額

平成21年度から
平成30年度まで

未償還額300,000
千円について千
葉県信用保証協
会が代位弁済し
た額の20％以内
の補てん率で算
出した金額

未償還額300,000
千円について千
葉県信用保証協
会が代位弁済し
た額の20％以内
の補てん率で算
出した金額

－ 141 －



期　　　　間 金　　　額 期　　　　間 金　　　額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

○ 前 年 度 末 ま で の ○
○ 支 出 （ 見 込 ） 額 ○

○ 当 該 年 度 以 降 ○
○ 支 出 予 定 額 ○

○ 左 の 財 源 内 訳 ○

○ 特 定 財 源 ○
○一般財源○

○限 度 額○○ 事 項 ○

中小企業融資保証料補給金
　平成20.3 　議決
　平成20.9 　補正

未償還額300,000
千円について年
2.20％以内の保
証料率で算出し
た金額

平成21年度から
平成27年度まで

未償還額300,000
千円について年
2.20％以内の保
証料率で算出し
た金額

未償還額300,000
千円について年
2.20％以内の保
証料率で算出し
た金額

中小企業融資利子補給金
　平成20.3 　議決
　平成20.9 　補正

未償還額300,000
千円について年
2.0％以内の割合
で算出した金額

平成21年度から
平成30年度まで

未償還額300,000
千円について年
2.0％以内の割合
で算出した金額

未償還額300,000
千円について年
2.0％以内の割合
で算出した金額

大型店進出対策資金利子補給金
　平成20.3 　議決

未償還額 30,000
千円について年
4.0％以内の割合
で算出した金額

平成21年度から
平成25年度まで

未償還額30,000
千円について年
4.0％以内の割合
で算出した金額

未償還額 30,000
千円について年
4.0％以内の割合
で算出した金額

農業近代化資金利子補給金
　平成20.3　 議決

未償還額100,000
千円について年
2.0％以内の割合
で算出した金額

平成21年度から
平成41年度まで

未償還額100,000
千円について年
2.0％以内の割合
で算出した金額

未償還額100,000
千円について年
2.0％以内の割合
で算出した金額

農業経営基盤強化資金利子補給補助金
　平成20.3 　議決

未償還額100,000
千円について年
0.8％以内の割合
で算出した金額
ただし，借入れ
の日から5年間に
限り，1.5％以内
の割合で算出し
た金額

平成21年度から
平成46年度まで

未償還額100,000
千円について年
0.8％以内の割合
で算出した金額
ただし，借入れ
の日から5年間に
限り，1.5％以内
の割合で算出し
た金額

未償還額100,000
千円について年
0.4％以内の割合
で算出した金額
ただし，借入れ
の日から5年間に
限り，0.75％以
内の割合で算出
した金額

未償還額100,000
千円について年
0.4％以内の割合
で算出した金額
ただし，借入れ
の日から5年間に
限り，0.75％以
内の割合で算出
した金額

漁業近代化資金利子補給金
　平成20.3 　議決

未償還額 30,000
千円について年
0.5％以内の割合
で算出した金額

平成21年度から
平成23年度まで

未償還額30,000
千円について年
0.5％以内の割合
で算出した金額

未償還額30,000
千円について年
0.5％以内の割合
で算出した金額

住民基本台帳ネットワークシステム，住民税
システムその他業務システムに係る使用料及
び賃借料
　平成20.9 　議決

42,000
平成21年度から
平成25年度まで

42,000 42,000

住民基本台帳ネットワークシステム，住民税
システムその他業務システムの保守点検に係
る委託料
　平成20.9 　議決

12,000
平成21年度から
平成25年度まで

12,000 12,000

元気な広場運営業務に係る委託料
　平成20.9 　議決

95,000
平成21年度から
平成25年度まで

95,000 22,180 72,820

－ 142 －



期　　　　間 金　　　額 期　　　　間 金　　　額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

○ 事 項 ○

○ 前 年 度 末 ま で の ○
○ 支 出 （ 見 込 ） 額 ○

○ 当 該 年 度 以 降 ○
○ 支 出 予 定 額 ○

○ 左 の 財 源 内 訳 ○

○ 特 定 財 源 ○
○ 一 般 財 源 ○

○ 限 度 額 ○

電子複写機，印刷機その他事務用機器の借り
上げ等に係る使用料及び賃借料
　平成20.12　議決

30,000
平成21年度から
平成23年度まで

30,000 30,000

パーソナルコンピュータ，サーバーその他事
務用機器の保守点検等に係る委託料
　平成20.12　議決

15,000
平成21年度から
平成22年度まで

15,000 15,000

住民基本台帳ネットワークシステムその他業
務システムの保守点検に係る委託料
　平成20.12　議決

8,000 平成21年度 8,000 8,000

環境施設センターにおける水質等の検査に係
る委託料
　平成20.12　議決

6,000 平成21年度 6,000 1,300 4,700

し尿浄化槽等設備の維持管理及び保守点検に
係る委託料
　平成20.12　議決

68,000
平成21年度から
平成22年度まで

68,000 68,000

公衆トイレその他市有建物等の清掃に係る委
託料
　平成20.12　議決

8,000
平成21年度から
平成22年度まで

8,000 8,000

赤山地下壕の管理に係る委託料
　平成20.12　議決

1,000 平成21年度 1,000 1,000

菜の花ホール，城山公園茶室その他市有建物
等の警備に係る委託料
　平成20.12　議決

4,000
平成21年度から
平成25年度まで

4,000 600 3,400

自動車借上料
　平成20.12　議決

20,000
平成21年度から
平成26年度まで

20,000 20,000

スクールバスその他公用自動車の運行に係る
委託料
　平成20.12　議決

35,000 平成21年度 35,000 35,000

駐車場及び駐輪場等の整理に係る委託料
　平成20.12　議決

2,400
平成21年度から
平成22年度まで

2,400 2,400

ごみ等の収集，選別及び処理に係る委託料
　平成20.12　議決

420,000
平成21年度から
平成22年度まで

420,000 56,002 363,998

－ 143 －



期　　　　間 金　　　額 期　　　　間 金　　　額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

○ 事 項 ○

○ 前 年 度 末 ま で の ○
○ 支 出 （ 見 込 ） 額 ○

○ 当 該 年 度 以 降 ○
○ 支 出 予 定 額 ○

○ 左 の 財 源 内 訳 ○

○ 特 定 財 源 ○
○ 一 般 財 源 ○

○ 限 度 額 ○

ごみ指定袋の製造等に係る業務委託料
　平成20.12　議決

52,000
平成21年度から
平成22年度まで

52,000 52,000

焼却灰の運搬及び処理に係る委託料
　平成20.12　議決

100,000 平成21年度 100,000 100,000

ホストコンピュータの業務運用等に係る委託
料
　平成20.12　議決

15,246 平成21年度 15,246 15,246

消石灰，学校図書その他物品に係る購入費
　平成20.12　議決

50,000 平成21年度 50,000 50,000

弁護士委託料
　平成20.12　議決

1,260 平成21年度 1,260 1,260

ＡＬＴ派遣業務委託料
　平成20.12　議決

10,752 平成21年度 10,752 10,752

例規情報サービス及び総合法令データベース
に係る利用料
　平成20.12　議決

441 平成21年度 441 441

学校健康診断等に係る委託料
　平成20.12　議決

8,000 平成21年度 8,000 8,000

予防接種，その他一般健康診査等に係る委託
料
　平成20.12　議決

50,000 平成21年度 50,000 50,000

障害者生活支援事業に係る委託料等
　平成20.12　議決

20,000 平成21年度 20,000 9,946 57 9,997

配食サービス事業委託料
　平成20.12　議決

2,158
平成21年度から
平成22年度まで

2,158 840 1,318

老人ホームヘルプサービス事業委託料
　平成20.12　議決

487 平成21年度 487 487

－ 144 －



（単位　千円）

1 12,192,979 11,654,928 484,800 1,201,524 10,938,204

(1) 総 務 債 97,374 215,646 33,600 1,378 247,868

(2) 民 生 債 61,131 167,357 5,000 9,639 162,718

(3) 衛 生 債 5,804,780 5,432,157 19,600 401,228 5,050,529

(4) 農 林 水 産 業 債 282,044 280,214 28,500 34,136 274,578

(5) 商 工 債 10,028 6,790 1,358 5,432

(6) 土 木 債 4,975,788 4,635,735 339,100 624,436 4,350,399

(7) 公 営 住 宅 債 58,911 59,149 12,000 8,020 63,129

(8) 消 防 債 23,493 32,874 18,000 3,924 46,950

(9) 教 育 債 879,430 825,006 29,000 117,405 736,601

2 101,650 88,554 16,595 71,959

(1) 土 木 債 100,773 87,801 16,469 71,332

(2) 農 林 水 産 業 債 877 753 126 627

3 5,334,918 5,435,965 633,000 352,358 5,716,607

(1) 減 税 補 て ん 債 1,330,309 1,188,251 147,549 1,040,702

(2) 臨時税収補てん債 243,170 219,954 23,703 196,251

(3) 臨 時 財 政 対 策 債 3,761,439 4,027,760 633,000 181,106 4,479,654

17,629,547 17,179,447 1,117,800 1,570,477 16,726,770

当該年度末現在高
見 込 額

区　　　　　　　　分

当 該 年 度 中 増 減 見 込 み

計

そ の 他

普 通 債

災 害 復 旧 債

地 方 債 の 前 前 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に 前 年 度 末 及 び

当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

前 前 年 度 末
現 在 高

前 年 度 末 現 在 高
見 込 額 当 該 年 度 中

起 債 見 込 額
当 該 年 度 中
元 金 償 還 見 込 額

－ 145 －



 



 
 

平 成 ２ １ 年 度 
 
 

館山市国民健康保険特別会計予算 

 



 



議案第２号 

平成２１年度館山市国民健康保険特別会計予算  

 平成２１年度館山市の国民健康保険特別会計の予算は，次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ６，３５３，７６１千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表 歳入歳出予算」による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項，期間及び限度額は，

「第２表 債務負担行為」による。 

 （一時借入金） 

第３条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は，１００，０００千円

と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第４条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は，次のとおりと定

める。 

（１） 保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

 

平成２１年２月２５日提出 

 

館 山 市 長  金 丸  謙 一 

－ 149 －



－ 150 －

館山市役所
第１表　歳入歳出予算
　歳　入

館山市役所
（単位　千円）



－ 151 －



－ 152 －

館山市役所
　歳　出


館山市役所
（単位　千円）



－ 153 －



第２表　債務負担行為
（単位　千円）

事 項 期 間 限     度     額

滞納管理システムに係る使用料及び賃借料
平成２２年度から
平成２６年度まで

4,600

滞納管理システムの保守点検に係る委託料
平成２２年度から
平成２６年度まで

1,090

－ 154 －



 
平 成 ２ １ 年 度 

 
 

館山市歳入歳出予算事項別明細書 
 

（ 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 の 部 ） 

 



 



－ 157 －



－ 158 －



－ 159 －

館山市役所
２　歳　入

館山市役所
（単位　千円）



－ 160 －



－ 161 －



－ 162 －



－ 163 －



－ 164 －



－ 165 －

館山市役所
３　歳　出

館山市役所
（単位　千円）



－ 166 －



－ 167 －



－ 168 －



－ 169 －



－ 170 －



－ 171 －



－ 172 －



（その１）　当該年度提出に係る分 （単位　千円）

期　　　　間 金　　　額 期　　　　間 金　　　額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

滞納管理システムに係る使用料及び賃借料 4,600
平成22年度から
平成26年度まで

4,600 4,600

滞納管理システムの保守点検に係る委託料 1,090
平成22年度から
平成26年度まで

1,090 1,090

（その２）　過年度議決済に係る分 （単位　千円）

期　　　　間 金　　　額 期　　　　間 金　　　額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

国保関連システム保守委託料
　平成17.3　 議決

1,100
平成17年度から
平成20年度まで

840 平成21年度 210 210

高額療養費支給システム使用料及びネット
ワークに係る利用料等
　平成20.12　議決

2,900
平成21年度から
平成25年度まで

2,900 2,000 900

高額療養費支給システム保守委託料
　平成20.12　議決

650
平成21年度から
平成25年度まで

650 650

○ 事 項 ○○限 度 額○

○ 前 年 度 末 ま で の ○
○ 支 出 （ 見 込 ） 額 ○

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

○ 前 年 度 末 ま で の ○
○ 支 出 （ 見 込 ） 額 ○

○ 当 該 年 度 以 降 ○
○ 支 出 予 定 額 ○

○ 左 の 財 源 内 訳 ○

○ 特 定 財 源 ○
○一般財源○

○限 度 額○

○ 左 の 財 源 内 訳 ○

○ 特 定 財 源 ○
○一般財源○

○ 事 項 ○

○ 当 該 年 度 以 降 ○
○ 支 出 予 定 額 ○

－ 173 －



 



 
 

平 成 ２ １ 年 度 
 
 

館山市老人保健特別会計予算 

 



 



議案第３号 

平 成 ２ １ 年 度 館 山 市 老 人 保 健 特 別 会 計 予 算  

 平成２１年度館山市の老人保健特別会計の予算は，次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ２５，０６７千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表 歳入歳出予算」による。 

  

 

平成２１年２月２５日提出 

 

館 山 市 長  金 丸  謙 一 

－ 177 －



－ 178 －

館山市役所
（単位　千円）

館山市役所
第１表　歳入歳出予算
　歳　入



－ 179 －

館山市役所
　歳　出


館山市役所
（単位　千円）



 



 
平 成 ２ １ 年 度 

 
 

館山市歳入歳出予算事項別明細書 
 

（ 老 人 保 健 特 別 会 計 の 部 ） 

 



 



－ 183 －



－ 184 －

館山市役所
２　歳　入

館山市役所
（単位　千円）



－ 185 －



－ 186 －

館山市役所
３　歳　出

館山市役所
（単位　千円）



 
 

平 成 ２ １ 年 度 
 
 

館山市後期高齢者医療特別会計予算 

 



 



議案第４号 

平成２１年度館山市後期高齢者医療特別会計予算  

 平成２１年度館山市の後期高齢者医療特別会計の予算は，次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ５７０，７９９千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表 歳入歳出予算」による。 

  

 

平成２１年２月２５日提出 

 

館 山 市 長  金 丸  謙 一 

－ 189 －



－ 190 －

館山市役所
第１表　歳入歳出予算
　歳　入

館山市役所
（単位　千円）



－ 191 －

館山市役所
（単位　千円）

館山市役所
　歳　出




 



 
平 成 ２ １ 年 度 

 
 

館山市歳入歳出予算事項別明細書 
 

（後期高齢者医療特別会計の部） 
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－ 196 －

館山市役所
（単位　千円）

館山市役所
２　歳　入



－ 197 －



－ 198 －

館山市役所
３　歳　出

館山市役所
（単位　千円）



－ 199 －



－ 200 －



１　一　般　職

　（１）　総　括

報 酬 給 料 職 員 手 当 計
(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 4 - 12,753 6,209 18,962 3,401 22,363

前 年 度 4 - 16,800 9,431 26,231 4,418 30,649

比 較 0 - △ 4,047 △ 3,222 △ 7,269 △ 1,017 △ 8,286

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 78 - 0 252 0

職 員 手 当 前 年 度 858 - 376 108 0

比 較 △ 780 - △ 376 144 0

時 間 外

の 内 訳 勤 務 手 当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 900 10 3,236 1,683 50

前 年 度 1,100 0 4,532 2,257 200

比 較 △ 200 10 △ 1,296 △ 574 △ 150

児 童 手 当

特殊勤務手当

給　　与　　費　　明　　細　　書

区 分
職 員 数

給 与 費
共 済 費 合 計 備 考

区 分

通 勤 手 当
区 分

扶 養 手 当

休日勤務手当 期 末 手 当 勤 勉 手 当

地 域 手 当 住 居 手 当
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（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

区分 増減額（千円） 増 減 事 由 別 内 訳 （千円） 説 明 （千円）

給料 △ 4,047 1 昇給に伴う増加分 304 本年度昇給に伴う増加分 304

2 その他の減少分 △ 4,351 職員異動等に伴う減少分 △ 4,351 職員数の異動状況

(予算） （実数） (再任用)

　本年度 4 人 4 人 0 人

　前年度 4 人 4 人 0 人

　増　減 0 人 0 人 0 人

　採用及び退職の状況等

採用等 退職等 異動等

19年度 0 人 0 人 0 人

20年度 0 人 0 人 4 人

21年度 0 人 0 人 0 人

      （20年度退職及び21年度は見込）

職員 △ 3,222 1 その他の減少分 △ 3,222 職員異動等に伴う減少分 △ 3,032

手当 業務量変化に伴う減少分 △ 190

備 考
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１　級 - - 

２　級 3 100.0

３　級 - - 

４　級 - - 

５　級 - - 

６　級 - - 

７　級 - - 

８　級 - - 

計 3 100.0

　　イ　初任給 １　級 - -

２　級 - -

３　級 - -

４　級 - -

５　級 - -

６　級 - -

７　級 - -

８　級 - -

計 - -

（注） 構成比は，小数点以下第２位を四捨五入したものである。

（級別の標準的な職務内容）　　一般会計と同じ

２０年１月１日現在

　　ウ　級別職員数

区　　　分 級　別
一 　般 　行 　政 　職

職 員 数   （人） 構 成 比   （％）

２１年１月１日現在

区　　　　　　　　　　分

２１年１月１日現在

２０年１月１日現在

平均給料月額　（円）

平均給与月額　（円）

平　 均　 年　 齢

平均給料月額　（円）

平均給与月額　（円）

平　 均　 年　 齢

（３）　給料及び職員手当の状況

　　ア　職員1人当たり給与

　　　　　　　一般会計と同じ

-

-

-

一 般 行 政 職

225,233

231,625

３０歳３月
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　　エ　昇給

　　　　　　　一般会計と同じ

 職　　員　　数　　　 　(A) （人）

 昇給に係る職員数   (B) （人） 　　キ　地域手当

１号給 （人） 無

２号給 （人） 0％

３号給 （人） 0人

号給数別内訳 ４号給 （人） 0％

５号給 （人）

６号給 （人）

７号給 （人） 　　ク　その他の手当

８号給 （人） 　　　　　　　一般会計と同じ

 比　　　率　　　(B) / (A) （％）

 職　　員　　数　　　 　(A) （人）

 昇給に係る職員数   (B) （人）

１号給 （人）

２号給 （人）

３号給 （人）

号給数別内訳 ４号給 （人）

５号給 （人）

６号給 （人）

７号給 （人）

８号給 （人）

 比　　　率　　　(B) / (A) （％）

　　オ　期末手当・勤勉手当

　　　　　　　一般会計と同じ

区　　　　　　　　分

- 

- 
- 

4

4

- 

本
　
年
　
度

4

- 

前
　
年
　
度 1

- 

- 

4

100.0

- 
- 
- 

- 

　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

- 

支　　 　  　　　給　　　   　　　率

支　 給　 対　 象　 職　 員　 数

国の指定基準に基づく支給率

一　般　行　政　職

3

- 

支　　給　　対　　象　　地　　域

4

100.0
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　過年度議決済に係る分 （単位　千円）

期　　　　間 金　　　額 期　　　　間 金　　　額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

後期高齢者システム等の保守点検に係る委託
料
　平成20.12　議決

4,000 平成21年度 4,000 4,000

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 度 以 降 に わ た る も の に つ い て の 前 年 度 末 ま で の 支 出 額
又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

○ 前 年 度 末 ま で の ○
○ 支 出 （ 見 込 ） 額 ○

○ 当 該 年 度 以 降 ○
○ 支 出 予 定 額 ○

○ 左 の 財 源 内 訳 ○

○ 特 定 財 源 ○
○ 一 般 財 源 ○

○ 限 度 額 ○○ 事 項 ○

－ 205 －



 



 
 

平 成 ２ １ 年 度 
 
 

館山市介護保険特別会計予算 

 



 



議案第５号 

平 成 ２ １ 年 度 館 山 市 介 護 保 険 特 別 会 計 予 算  

 平成２１年度館山市の介護保険特別会計の予算は，次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ３，７９５，８４９千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表 歳入歳出予算」による。 

 （一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は，１００，０００千円

と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は，次のとおりと定

める。 

（１） 保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

 

平成２１年２月２５日提出 

 

館 山 市 長  金 丸  謙 一 

－ 209 －



－ 210 －

館山市役所
第１表　歳入歳出予算
　歳　入

館山市役所
（単位　千円）



－ 211 －
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館山市役所
　歳　出


館山市役所
（単位　千円）
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平 成 ２ １ 年 度 

 
 

館山市歳入歳出予算事項別明細書 
 

（ 介 護 保 険 特 別 会 計 の 部 ） 
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館山市役所
２　歳　入

館山市役所
（単位　千円）



－ 220 －



－ 221 －



－ 222 －

館山市役所
３　歳　出

館山市役所
（単位　千円）
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－ 224 －



－ 225 －



－ 226 －



－ 227 －



－ 228 －
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１　特　別　職

期 末 手 当

年間支給率

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

長 等 - - - - - - - - - - 

議 員 - - - - - - - - - - 

その他の特別職 20 10,914 - - - - - 10,914 - 10,914

計 20 10,914 - - - - - 10,914 - 10,914

長 等 - - - - - - - - - - 

議 員 - - - - - - - - - - 

その他の特別職 20 10,272 - - - - - 10,272 - 10,272

計 20 10,272 - - - - - 10,272 - 10,272

長 等 - - - - - - - - - - 

議 員 - - - - - - - - - - 

その他の特別職 0 642 - - - - - 642 - 642

計 0 642 - - - - - 642 - 642

備 考

給 与 費

比

較

給　　与　　費　　明　　細　　書

区 分
職 員 数

報 酬 給 料 地 域 手 当 寒冷地手当

前

年

度

本

年

度

共 済 費 合 計
その他手当 計

－ 230 －



２　一　般　職

　（１）　総　括

報 酬 給 料 職 員 手 当 計
(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 11 - 41,190 21,214 62,404 11,138 73,542

前 年 度 11 - 41,340 21,669 63,009 10,811 73,820

比 較 0 - △ 150 △ 455 △ 605 327 △ 278

時 間 外

勤 務 手 当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 720 - 543 923 0 2,100

職 員 手 当 前 年 度 798 - 104 911 0 2,650

比 較 △ 78 - 439 12 0 △ 550

の 内 訳

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 20 545 10,724 5,519 120

前 年 度 10 552 10,796 5,538 310

比 較 10 △ 7 △ 72 △ 19 △ 190

児 童 手 当

特殊勤務手当

区 分
職 員 数

給 与 費
共 済 費 合 計 備 考

区 分

通 勤 手 当
区 分

扶 養 手 当

管 理 職 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当

地 域 手 当 住 居 手 当

休日勤務手当
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（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

区分 増減額（千円） 増 減 事 由 別 内 訳 （千円） 説 明 （千円）

給料 △ 150 1 昇給に伴う増加分 890 本年度昇給に伴う増加分 890

2 その他の増減分 △ 1,040 昇格に伴う増加分 235 職員数の異動状況

職員異動等に伴う減少分 △ 1,275 (予算） （実数） (再任用)

　本年度 11 人 11 人 0 人

　前年度 11 人 11 人 0 人

　増　減 0 人 0 人 0 人

　採用及び退職の状況等

採用等 退職等 異動等

19年度 0 人 1 人 0 人

20年度 0 人 0 人 1 人

21年度 0 人 0 人 0 人

      （20年度退職及び21年度は見込）

職員 △ 455 1 その他の増減分 △ 455 職員異動等に伴う増加分 85

手当 業務量変化に伴う減少分 △ 540

備 考
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１　級 - - 

２　級 5 45.5

３　級 2 18.2

４　級 2 18.2

５　級 - - 

６　級 1 9.1

７　級 1 9.1

８　級 - - 

計 11 100.0

　　イ　初任給 １　級 - - 

２　級 4 36.4

３　級 2 18.2

４　級 2 18.2

５　級 1 9.1

６　級 1 9.1

７　級 1 9.1

８　級 - - 

計 11 100.0

（注） 構成比は，小数点以下第２位を四捨五入したものである。

（級別の標準的な職務内容）　　一般会計と同じ

（３）　給料及び職員手当の状況

　　ア　職員1人当たり給与

　　　　　　　一般会計と同じ

312,736

339,633

３９歳７月

一 般 行 政 職

303,509

331,757

３９歳０月

区　　　　　　　　　　分

２１年１月１日現在

２０年１月１日現在

平均給料月額　（円）

平均給与月額　（円）

平　 均　 年　 齢

平均給料月額　（円）

平均給与月額　（円）

平　 均　 年　 齢

２０年１月１日現在

　　ウ　級別職員数

区　　　分 級　別
一 　般 　行 　政 　職

職 員 数   （人） 構 成 比   （％）

２１年１月１日現在
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　　エ　昇給

　　　　　　　一般会計と同じ

 職　　員　　数　　　 　(A) （人）

 昇給に係る職員数   (B) （人） 　　キ　地域手当

１号給 （人） 無

２号給 （人） 0％

３号給 （人） 0人

号給数別内訳 ４号給 （人） 0％

５号給 （人）

６号給 （人）

７号給 （人） 　　ク　その他の手当

８号給 （人） 　　　　　　　一般会計と同じ

 比　　　率　　　(B) / (A) （％）

 職　　員　　数　　　 　(A) （人）

 昇給に係る職員数   (B) （人）

１号給 （人）

２号給 （人）

３号給 （人）

号給数別内訳 ４号給 （人）

５号給 （人）

６号給 （人）

７号給 （人）

８号給 （人）

 比　　　率　　　(B) / (A) （％）

　　オ　期末手当・勤勉手当

　　　　　　　一般会計と同じ

9

- 

支　　給　　対　　象　　地　　域

10

100.0

　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

- 

支　　 　  　　　給　　　   　　　率

支　 給　 対　 象　 職　 員　 数

国の指定基準に基づく支給率

一　般　行　政　職

前
　
年
　
度 - 

- 

- 

11

90.9

- 
1
- 

- 

区　　　　　　　　分

- 

- 
1

11

8

- 

本
　
年
　
度

11

2
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過年度議決済に係る分 （単位　千円）

期　　　　間 金　　　額 期　　　　間 金　　　額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

介護保険システム保守委託料
　平成17.12　議決

24,000
平成18年度から
平成20年度まで

13,646
平成21年度から
平成22年度まで

9,097 9,097

介護保険システム保守委託料
　平成20.12　議決

1,185
平成21年度から
平成22年度まで

1,185 1,185

介護予防事業に係る委託料
　平成20.12　議決

10,100 平成21年度 10,100 3,787 6,313

包括的支援事業に係る委託料
　平成20.12　議決

214,090
平成21年度から
平成23年度まで

214,090 130,060 84,030

配食サービス事業委託料
　平成20.12　議決

46,000
平成21年度から
平成22年度まで

46,000 27,945 18,055

○ 事 項 ○

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 度 以 降 に わ た る も の に つ い て の 前 年 度 末 ま で の 支 出 額
又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

○ 前 年 度 末 ま で の ○
○ 支 出 （ 見 込 ） 額 ○

○ 当 該 年 度 以 降 ○
○ 支 出 予 定 額 ○

○ 左 の 財 源 内 訳 ○

○ 特 定 財 源 ○
○ 一 般 財 源 ○

○ 限 度 額 ○
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平 成 ２ １ 年 度 
 
 

館山市学童災害共済事業特別会計予算 

 



 



議案第６号 

平成２１年度館山市学童災害共済事業特別会計予算  

 平成２１年度館山市の学童災害共済事業特別会計の予算は，次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ１，６８１千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表 歳入歳出予算」による。 

  

 

平成２１年２月２５日提出 

 

館 山 市 長  金 丸  謙 一 
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館山市役所
第１表　歳入歳出予算
　歳　入

館山市役所
（単位　千円）

館山市役所
（単位　千円）

館山市役所
　歳　出




 
平 成 ２ １ 年 度 

 
 

館山市歳入歳出予算事項別明細書 
 

（学童災害共済事業特別会計の部） 
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館山市役所
　
要保護及び準要保護児童生徒分

user
テキストボックス

館山市役所
（単位　千円）

館山市役所
２　歳　入



－ 245 －

館山市役所
３　歳　出

館山市役所
（単位　千円）



 



 
 

平 成 ２ １ 年 度 
 
 

館 山 市 下 水 道 事 業 特 別 会 計 予 算 

 



 



議案第７号 

平 成 ２ １ 年 度 館 山 市 下 水 道 事 業 特 別 会 計 予 算  

 平成２１年度館山市の下水道事業特別会計の予算は，次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ８７１，７７９千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表 歳入歳出予算」による。 

 （債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項，期間及び限度額は，

「第２表 債務負担行為」による。 

  （地方債） 

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，

「第３表 地方債」による。 

 

平成２１年２月２５日提出 

 

館 山 市 長  金 丸  謙 一 
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館山市役所
第１表　歳入歳出予算
　歳　入

館山市役所
（単位　千円）
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館山市役所
（単位　千円）

館山市役所
　歳　出




第２表　債務負担行為
（単位　千円）

事 項 期 間 限     度     額

鏡ケ浦クリーンセンターにおける施設の維持管理及び水質検査に係
る委託料

平成２２年度から
平成２３年度まで

132,000

館山市公共下水道事業再評価業務委託料 平成２２年度 5,600
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第 ３ 表　地方債

（単位　千円）

起　債　の　目　的 限 度 額 起 債 の 方 法 利　　　率 償　　還　　の　　方　　法

下 水 道 事 業 190,700

資 本 費 平 準 化 債 66,300

普 通 貸 借
又 は
証 券 発 行

年利５．０％以内（ただし，
利率見直し方式で借り入
れる資金について，利率
の見直しを行った後にお
いては，当該見直し後の
利率）

政府資金についてはその融資条件により，銀行そ
の他の場合にはその債権者と協定するものによる。
ただし， 市財政の都合により据置期間及び償還期
限を短縮し，又は繰上償還若しくは低利に借換え
することができる。
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平 成 ２ １ 年 度 

 
 

館山市歳入歳出予算事項別明細書 
 

（ 下 水 道 事 業 特 別 会 計 の 部 ） 
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館山市役所
（単位　千円）

館山市役所
２　歳　入
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館山市役所
（単位　千円）

館山市役所
３　歳　出
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１　特　別　職

期 末 手 当

年間支給率

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

長 等 - - - - - - - - - - 

議 員 - - - - - - - - - - 

その他の特別職 10 102 - - - - - 102 - 102

計 10 102 - - - - - 102 - 102

長 等 - - - - - - - - - - 

議 員 - - - - - - - - - - 

その他の特別職 14 72 - - - - - 72 - 72

計 14 72 - - - - - 72 - 72

長 等 - - - - - - - - - - 

議 員 - - - - - - - - - - 

その他の特別職 △ 4 30 - - - - - 30 - 30

計 △ 4 30 - - - - - 30 - 30

備 考

給 与 費

比

較

給　　与　　費　　明　　細　　書

区 分
職 員 数

報 酬 給 料 地 域 手 当 寒冷地手当

前

年

度

本

年

度

共 済 費 合 計
その他手当 計
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２　一　般　職

　（１）　総　括

報 酬 給 料 職 員 手 当 計
(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 8 -　 33,086 18,439 51,525 9,049 60,574

前 年 度 8 -　 33,413 19,200 52,613 8,834 61,447

比 較 0 -　 △ 327 △ 761 △ 1,088 215 △ 873

時 間 外

勤 務 手 当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 1,464 - 258 315 0 2,100

職 員 手 当 前 年 度 1,818 - 258 464 0 2,600

比 較 △ 354 - 0 △ 149 0 △ 500

管理職員特別

の 内 訳 勤 務 手 当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 10 512 8,850 4,440 490 0

前 年 度 10 0 9,015 4,475 560 0

比 較 0 512 △ 165 △ 35 △ 70 0

地 域 手 当 住 居 手 当

区 分
職 員 数

給 与 費
共 済 費 合 計 備 考

区 分

通 勤 手 当 特殊勤務手当
区 分

扶 養 手 当

管 理 職 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 児 童 手 当休日勤務手当
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（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

区分 増減額（千円） 増 減 事 由 別 内 訳 （千円） 説 明 （千円）

給料 △ 327 1 昇給に伴う増加分 352 本年度昇給に伴う増加分 352

2 その他の減少分 △ 679 職員異動等に伴う減少分 △ 679 職員数の異動状況

(予算） （実数） (再任用)

　本年度 8 人 8 人 0 人

　前年度 8 人 8 人 0 人

　増　減 0 人 0 人 0 人

　採用及び退職の状況等

採用等 退職等 異動等

19年度 0 人 2 人 0 人

20年度 0 人 0 人 0 人

21年度 0 人 0 人 0 人

      （20年度退職及び21年度は見込）

職員 △ 761 1 その他の減少分 △ 761 職員異動等に伴う減少分 △ 261

手当 業務量変更等に伴う減少分 △ 500

備 考
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１　級 - - 

２　級 1 12.5

３　級 4 50.0

４　級 1 12.5

５　級 - - 

６　級 2 25.0

７　級 - - 

８　級 - - 

計 8 100.0

　　イ　初任給 １　級 - - 

２　級 - - 

３　級 5 50.0

４　級 - - 

５　級 2 20.0

６　級 2 20.0

７　級 1 10.0

８　級 - - 

計 10 100.0

（注） 構成比は，小数点以下第２位を四捨五入したものである。

（級別の標準的な職務内容）　　一般会計と同じ

（３）　給料及び職員手当の状況

　　ア　職員1人当たり給与

379,590

432,740

一 般 行 政 職

340,975

389,656

平均給与月額　（円）

４２歳７月平　 均　 年　 齢

　　　　　　　一般会計と同じ

　　ウ　級別職員数

４６歳１１月

２０年１月１日現在

平　 均　 年　 齢

区　　　　　　　　　　分

２１年１月１日現在

２０年１月１日現在

平均給料月額　（円）

平均給与月額　（円）

平均給料月額　（円）

一 　般 　行 　政 　職

職 員 数   （人） 構 成 比   （％）
区　　　分 級　別

２1年１月１日現在
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　　エ　昇給

　　　　　　　一般会計と同じ

 職　　員　　数　　　 　(A) （人）

 昇給に係る職員数   (B) （人） 　　キ　地域手当

１号給 （人） 無

２号給 （人） 0％

３号給 （人） 0人

号給数別内訳 ４号給 （人） 0％

５号給 （人）

６号給 （人）

７号給 （人） 　　ク　その他の手当

８号給 （人） 　　　　　　　一般会計と同じ

 比　　　率　　　(B) / (A) （％）

 職　　員　　数　　　 　(A) （人）

 昇給に係る職員数   (B) （人）

１号給 （人）

２号給 （人）

３号給 （人）

号給数別内訳 ４号給 （人）

５号給 （人）

６号給 （人）

７号給 （人）

８号給 （人）

 比　　　率　　　(B) / (A) （％）

　　オ　期末手当・勤勉手当

　　　　　　　一般会計と同じ

87.5

- 

2

- 

- 

- 
- 
- 
5

- 

87.5

8
7

7
- 
- 

- 

一　般　行　政　職

支　　給　　対　　象　　地　　域

本
　
年
　
度

前
　
年
　
度

区　　　　　　　　分

8
7
- 
- 
- 

　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

支　　 　  　　　給　　　   　　　率

支　 給　 対　 象　 職　 員　 数

国の指定基準に基づく支給率
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（その１）　当該年度提出に係る分 （単位　千円）

期　　　　間 金　　　額 期　　　　間 金　　　額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

鏡ケ浦クリーンセンターにおける施設の維持
管理及び水質検査に係る委託料

132,000
平成22年度から
平成23年度まで

132,000 132,000

館山市公共下水道事業再評価業務委託料 5,600 平成22年度 5,600 5,600

○ 事 項 ○

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 度 以 降 に わ た る も の に つ い て の 前 年 度 末 ま で の 支 出 額
又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

○ 前 年 度 末 ま で の ○
○ 支 出 （ 見 込 ） 額 ○

○ 当 該 年 度 以 降 ○
○ 支 出 予 定 額 ○

○ 左 の 財 源 内 訳 ○

○ 特 定 財 源 ○
○ 一 般 財 源 ○

○ 限 度 額 ○
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（その２）　過年度議決済に係る分 （単位　千円）

期　　　　間 金　　　額 期　　　　間 金　　　額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

パーソナルコンピュータ，図面複写機その他
事務用機器の借り上げ等に係る使用料及び賃
借料
　平成16.3　 議決
　平成16.12　補正

5,000
平成17年度から
平成20年度まで

2,369 平成21年度 163 163

パーソナルコンピュータ，図面複写機その他
事務用機器の保守点検に係る委託料
　平成16.3　 議決
　平成16.12　補正

10,000
平成17年度から
平成20年度まで

847 平成21年度 40 40

鏡ケ浦クリーンセンターにおける施設の維持
管理及び水質検査に係る委託料
　平成19.3　 議決

84,000 平成20年度 60,165 平成21年度 9,958 9,958

パーソナルコンピュータ，電子複写機その他
事務用機器の借り上げ等に係る使用料及び賃
借料
　平成20.3　 議決

4,000
平成21年度から
平成25年度まで

4,000 4,000

パーソナルコンピュータ，図面複写機その他
事務用機器の保守点検に係る委託料
　平成20.3　 議決

1,200
平成21年度から
平成25年度まで

1,200 1,200

鏡ケ浦クリーンセンターにおける水質等の検
査に係る委託料
　平成20.3　 議決

1,000 平成21年度 1,000 1,000

電子複写機その他事務用機器の保守点検に係
る委託料
　平成20.12　議決

1,935
平成21年度から
平成25年度まで

1,935 1,935

鏡ケ浦クリーンセンターにおける施設の維持
管理及び清掃に係る委託料
　平成20.12　議決

1,800
平成21年度から
平成22年度まで

1,800 1,800

汚泥運搬及び処理に係る委託料
　平成20.12　議決

15,000 平成21年度 15,000 15,000

管渠等設計委託料
　平成20.12　議決

1,334 平成21年度 1,334 1,334

○ 事 項 ○

○ 前 年 度 末 ま で の ○
○ 支 出 （ 見 込 ） 額 ○

○ 当 該 年 度 以 降 ○
○ 支 出 予 定 額 ○

○ 左 の 財 源 内 訳 ○

○ 特 定 財 源 ○
○ 一 般 財 源 ○

○ 限 度 額 ○
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（単位　千円）

225,409 5,663,500計 5,624,963 5,631,909 257,000

5,309,000

資 本 費 平 準 化 債 223,500 288,200 66,300 354,500

下 水 道 債 5,401,463 5,343,709 190,700 225,409

地 方 債 の 前 前 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に 前 年 度 末 及 び

当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

当該年度末現在高
見 込 額

区　　　　　　　　分
前 前 年 度 末
現 在 高

前年度末現在高
見 込 額

当 該 年 度 中 増 減 見 込 み

当 該 年 度 中
起 債 見 込 額

当 該 年 度 中
元金償還見込額
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